
活動組織

事務・手続きの概要

活動組織

②活動計画書の作成

④設立総会の開催

総会を開催し、規約や事業計画等について組織構成員
の合意を得ます。（議事録作成）

⑤事業計画の申請

市・町に事業計画書を提出し、
事業計画の認定申請(P.10)を行い
ます。

⑥事業計画の認定の通知

市・町長から事業計画の認定通
知書が送付されます。

①交付金の申請・請求

市・町に交付申請書を提出します。

②交付決定・支払

市・町長から交付決定の通知が
送付されます。その後、概算払請
求により交付金が支払われます。④活動の記録

活動の実施と併せて、活動記録や金銭出納簿など
を作成します。  活動記録

 金銭出納簿
 領収書整理帳・日当整理帳
 財産管理台帳

日々記録した活動記録および金銭出納簿を集計し、
実施状況報告書を作成します。

 実施状況報告書
 添付書類

⑤報告書類の作成

⑥実施状況報告

市・町に実施状況報告書（実績
報告書）などを提出します。

⑦確認通知の送付

市・町長から実施状況確認通知書
が送付されます。

組織の設立から事業計画の認定まで

交付金の交付申請から報告まで

③事業計画書の作成

組織が取り組む事業計画案(P.11)を作成します。

対象地域を設定し農地一覧表(P.2)・対象区域図(P.3)
を作成、また、構成員の取りまとめを行い、組織の設立に
必要な規約(P.4)・構成員一覧表(P.8)を作成します。

①対象区域図・農地一覧表・規約等の作成

組織が取り組む５年間の活動計画案(P.12)を作成します。

③実施計画

年間の活動実施計画の作成
点検・機能診断の実施・記録

















（様式第１－１号）

【活動組織から市町村に提出するもの】 農林水産省様式

令和○年○月○日

長　殿

滋賀まるごと保全隊

多面　太郎

多面的機能発揮促進事業に関する計画の認定の申請について

１　事業計画

２　農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する活動計画書

■

□

□

３　その他

□ 都道府県の同意書の写し（都道府県営土地改良施設の管理）

３号事業（環境保全型農業直接支払交付金）

◯◯市・町

　このことについて、農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律（平成26年法律第
78号）第７条第１項の規定に基づき、下記関係書類を添えて認定を申請する。

記

１号事業（多面的機能支払交付金）

２号事業（中山間地域等直接支払交付金）



（ 規約別紙）

１ ． 代表

活動支援班員

○○ ○○

２ ． 役員

活動支援班員

３ ． 構成員

★団体の場合は代表者名を記入し てく ださ い。

 （ １ ）  ○○集落

活動支援班員

② 農業者以外の個人

活動支援班員

○○・ ・ ・ ・ ・ ・ 活動組織構成員一覧

以下３ ． の構成員は、 ○○・ ・ ・ ・ ・ ・ 活動組織へ参加する と と も に、 活動組織の代表、 役員を下記
１ ． ２ ． のと おり 定めま す。

① 農業者の個人ま たは団体（ 「 農業者」 は、 活動計画書に位置付けら れている 農用地において耕

作又は養畜の業務を営む農業者又は団体。 ）

★分類欄は「 分類番号リ ス ト 」 よ り 番号を選択し てく ださ い。

氏名役職名          備考

役職名 氏名          備考

分類 氏名          備考

こ の線よ り 上に行を挿入し てく ださ い。

○年○月○日

分類 氏名          備考

こ の線よ り 上に行を挿入し てく ださ い。



 （ ２ ）  ○○集落

活動支援班員

② 農業者以外の個人

活動支援班員

（ ３ ） 農業者以外の団体 （ 代表者名のみ記載する 。 ）

活動支援班員
分類 氏名          備考

構成員の総数

分類 氏名          備考

① 農業者の個人ま たは団体（ 「 農業者」 は、 活動計画書に位置付けら れている 農用地において耕

作又は養畜の業務を営む農業者又は団体。 ）

こ の線よ り 上に行を挿入し てく ださ い。

こ の線よ り 上に行を挿入し てく ださ い。

こ の線よ り 上に行を挿入し てく ださ い。

分類 氏名          備考

個人と し

て参加

個人と し

て参加
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分類番号リ ス ト

団体と し て参加 団体と し て参加

農業者 農業者以外



（ 様式第１ －２ 号）

【 活動組織から 市町村に提出する も の】 農林水産省様式

１  多面的機能発揮促進事業の目標

１ ． 現況

２ ． 目標

２  多面的機能発揮促進事業の内容

　 （ １ ） 多面的機能発揮促進事業の種類及び実施区域

　 　 ① 種類（ 実施する も のに○を付すこ と 。 ）

　 　 ② 実施区域

４ 号事業（ その他農業の有する 多面的機能の発揮の促進に資する 事業）

（ 例） 農業の有する 多面的機能の発揮の促進に関する 活動計画書（ 以下「 活動
計画書」 と いう 。 ） 「 （ 別添１ ） 実施区域位置図」 のと おり 。

３ 号事業（ 環境保全型農業直接支払交付金）

多面的機能発揮促進事業に関する 計画

令和○年○月○日

○○活動組織

（ 例） 本地域は、 水資源に恵ま れ、 良質な米を 生産し ている 。 今後と も 農業振興
を 図る ためには、 農業用用排水路を 適切に保全管理する こ と が必要である 。

（ 例） １ を踏ま え、 本地域では、 地域住民と 協力し て農業用用排水路の清掃等を
行う こ と によ り 、 多面的機能の発揮の促進を図る こ と と し ている 。

１ 号事業（ 多面的機能支払交付金）

○

農業の有する 多面的機能の発揮の促進に関する 法律（ 平成26年法律第78
号。 以下「 法」 と いう 。 ） 第３ 条第３ 項第１ 号イ に掲げる 施設の維持その
他の主と し て当該施設の機能の保持を 図る 活動（ 以下「 イ の活動」 と い
う 。 ）
（ 農地維持支払交付金）

○
法第３ 条第３ 項第１ 号ロ に掲げる 施設の改良その他の主と し て当該施設の
機能の増進を図る 活動（ 以下「 ロ の活動」 と いう 。 ）
（ 資源向上支払交付金）

２ 号事業（ 中山間地域等直接支払交付金）



　 （ ２ ） 活動の内容等

　 　 ① １ 号事業

  　  １ ） 事業に係る 施設の所在及び施設の種類、 活動の別

  　  ２ ） 活動の内容

３  多面的機能発揮促進事業の実施期間

４  農業者団体等の構成員に係る 事項

＜施行注意＞

　 記入内容が様式第１ －３ 号と 重複する 場合は、 「 ２ （ １ ） ②実施区域」 、 「 ２ （ ２ ） 活
動の内容等」 、 「 ３ 　 多面的機能発揮促進事業の実施期間」 及び「 ４ 　 農業者団体等の構
成員に係る 事項」 の記入を省略する こ と も 可能と する 。

（ 例） 　 活動計画書「 Ⅰ． 地区の概要」 の「 １ ． 活動期間」 及び「 ２ ． 実施区
域内の農用地、 施設」 並びに「 （ 別添１ ） 実施区域位置図」 のと おり 。

（ 例）
イ 　 活動計画書「 ３ ． 活動の計画」 の「 （ １ ） 農地維持支払」 に記載のと お
り 。
ロ 　 活動計画書「 ３ ． 活動の計画」 の「 （ ２ ） 資源向上支払（ 共同） 」 及び
「 （ ３ ） 資源向上支払（ 長寿命化） 」 に記載のと おり 。

（ 例） 活動計画書「 Ⅰ． 地区の概要」 の「 １ ． 活動期間」 のと おり 。

（ 例） 「 （ 別添２ ） 構成員一覧」 に記載のと おり 。 多面的機能支払交付金実施
要領「 別記６ －１ 活動組織規約」 の「 （ 別紙） 構成員一覧」 に代える こ と も で
き る 。



（ 様式第１ －３ 号）

【 活動組織から 市町村に提出する も の】 農林水産省様式

Ⅰ．  

＜活動の計画＞

■ 別紙１

□ 別紙 

□ 別紙 

□ 別紙 

（ 注） 該当する 活動にチェ ッ ク し 、 取り 組む活動の別紙のみ添付する こ と

＜施行注意＞

（ ふり がな）

代表者氏名 ○○ ○○

（ ふり がな）

令和○年○月○日

農業の有する 多面的機能の発揮の促進に関する 活動計画書

（ 多面的機能支払に係る 活動計画書、 中山間地域等直接支払に係る 集落協定、

環境保全型農業直接支払に係る 営農活動計画書）

（ ふり がな）

組織名 ○○活動組織

Ⅴ．  その他多面的機能の発揮の促進に資する 事業に係る 計画書

　 提出の際に（ 　 ） 内は、 多面的機能支払に係る 活動計画書、 中山間地域等直接支払に係る 集落協定、 環境
保全型農業直接支払に係る 営農活動計画書のう ち該当する 活動の計画書若し く は協定を記載する こ と 。

所在地 ○○県○○市○○丁目

地区の概要（ 共通）

Ⅱ．  １ 号事業（ 多面的機能支払）

Ⅲ．  ２ 号事業（ 中山間地域等直接支払）

Ⅳ．  ３ 号事業（ 環境保全型農業直接支払）



Ⅰ． 地区の概要

 １ ． 活動期間

計画変更年度

○年度

○年度

○年度

○年度

○年度

 ２ ． 実施区域内の農用地、 施設

 a  a 円

円

 箇所

 箇所

 ３ ． 実施区域位置図

別添１ 「 実施区域位置図」 のと おり 　

 ４ ． 組織構成員一覧

 ５ ． 多面的機能支払と 中山間地域等直接支払と の重複面積

＜施行注意＞

※ 以下、 （ 多面的機能支払、 中山間地域等直接支払、 環境保全型農業直接支払） をそれぞれ（ 多面支払、 中山間直
払、 環境直払） と 一部で表示

活動開始年度 活動終了年度
交付金の

交付年数
計画変更年度

農地維持支払 ○年度 ○年度  年 ○年度
資源向上支払

（ 共同） ○年度 ○年度  年 ○年度
資源向上支払

（ ⾧寿命化） ○年度 ○年度  年 ○年度
中山間地域等

直接支払 ○年度 ○年度  年 ○年度

計
うち解消

する遊休

農地面積

年当たり

交付金額

上限
田 畑 草地 採草放牧地

環境保全型農業

直接支払 ○年度 ○年度  年 ○年度

多面

支払 a a a

協定農用地面積

又は認定農用地面

積※１

 a  a 円
傾斜 傾斜 傾斜 傾斜

中山間

直払

a a a a

km km km

取組

面積

環境

直払※２  a

※１ 　  多面支払の認定農用地面積は、 集落が管理する 農用地面積を記載する 。
※２  　 環境直払に取り 組む場合は、 Ⅳの４ の交付金額の取組面積の合計及び年当たり 交付金額上限の合計
         を記載する も のと する 。

農業用施設

（ 多面支払）

水路
農道 ため池

う ち、 排水路

　 計画書の変更の際には、 容易に比較対照でき る よ う 変更部分を二段書き と し 、 変更前を（ 　 ） 書で上段に
記載する も のと する 。

※　 延長は、 小数点以下第１ 位ま で記入する 。

別添２ 「 構成員一覧」 のと おり
※　 多面支払のみに取り 組む場合は、 活動組織規約の別紙「 構成員一覧」 に代える こ と ができ る 。

重複面積

（ 多面支払・ 中山間直払）

 a

※　 多面支払の活動計画書及び中山間直払の集落協定に位置づけら れている 施設等については、 多面支払の
　 　 活動組織によ り 活動を実施し 、 ま た、 多面支払の交付金を充てる こ と と する 。

う ち、 資源向上支払

（ ⾧寿命化） の対象施設 km km km



（ 別紙1）

Ⅱ．  １ 号事業（ 多面的機能支払）

⇒

１ ． 交付金額

（ １ ） 農地維持支払

地目

円/10a

円/10a

円/10a

（ ２ ） 資源向上支払（ 共同）   

地目

円/10a

円/10a

円/10a

⇒

（ ３ ） 資源向上支払（ ⾧寿命化）

地目

円/10a

円/10a ⇒

円/10a

⇒

円

広域活動組織と なる ための規模要
件を 満たさ ない場合は○

集落数×2 0 0 万円

こ の線よ り 上に行を挿入し てく ださ い。 ※広域活動組織と なる ための規模要件を 満たさ ない場
合は、 左記合計と 集落数×2 0 0 万円のいずれか小さ い
方が上限と なり ま す。合計 a

直営施工を 実施し ない場合は○
（ 単価×5 /6 ）

草地
a 円

畑 a 円

田 a 円

※「 特定事業実施者」 （ 令和６ 年度に環境保全型農業
直接支払交付金を 受けていた農業者団体等） が加算措
置「 環境負荷低減の取組に係る 支援」 のみを 実施する
場合は、 ○を付けてく ださ い。

加算措置「 環境負荷低減の取組に
係る 支援」 のみ実施する 場合は〇

対象農用地面積 交付単価 年当たり 交付上限額
※交付単価は、 直営施工の取組状況によ って異な
り ま す。 左の表には、 減額する 前の単価が入力さ
れており 、 直営施工を 実施し ない場合は、 以下に
〇を 付ける と 自動で減額さ れま す。

合計 a 円
①②に該当
(単価×0 .7 5 )

該当なし
（ 単価×5 /6 ）

円 ①のみ該当
（ 修正なし ）

②のみ該当
(単価×0 .6 2 5 )

畑
①多面的機能の増進活動に取り 組む
②資源向上支払（ 共同） を ５ 年以上実施、 又は資源
向上支払（ 長寿命化） に取り 組む

こ の線よ り 上に行を挿入し てく ださ い。

 a 円

草地  a

対象農用地面積 交付単価 年当たり 交付金額
※交付単価は、 以下①、 ②への取組状況によ っ て異な
り ま す。 左の表には減額する 前の単価が入力さ れてお
り 、 以下の該当する パタ ーン に〇を 付ける と 自動で減
額さ れま す。田  a 円

合計 a 円

 a 円

こ の線よ り 上に行を挿入し てく ださ い。 地目を 田から 畑に変更する 面積  a

 a 円

畑 ★活動期間中に、 田から 畑への地目の変更が生じ た場
合は下記に記入し 、 市町村に提出し てく ださ い。 農地
維持支払の単価が活動終了年度ま で田の単価と なり ま
す。

田

 a 円

草地

多面的機能支払に係る 活動計画書（ 1号事業様式）

対象組織が広域活動組織の場合は○

※複数の交付単価がある 場合には、 行を追加し てく ださ い。
※加算措置は除き ま す。

対象農用地面積 交付単価 年当たり 交付金額
※対象農用地面積と は、 交付金の算定の対象と なる 農
用地の面積のこ と です。 小数点以下を 切り 捨て、 整数
で記入し てく ださ い。



２ ． 組織の広域化・ 体制強化の計画 （ 計画がない場合、 こ の項目への記入は不要です）

令和 年度 令和 年度 令和 年度

以下は市町村担当者と 相談の上、 記入し てく ださ い。

集落数

農業地域類型 都市的地域 平地農業地域 中間農業地域 山間農業地域

地域振興立法の適用 特定農山村 振興山村 過疎 半島

離島 沖縄 奄美群島 小笠原諸島

指定棚田地域の該当状況

交付金算定の対象と し ている 農振農用地区域外の対象農用地面積

３ ． 活動の計画

（ １ ） 農地維持支払 ※毎年度実施する も のに○を 記入し てく ださ い。

※必ず選択し てく ださ い。

※必ず選択し てく ださ い。

共

通

※必ず選択し てく ださ い。

16 異常気象時の対応 洪水、 台風、 地震等の発生後に実施

地域資源の適切な保全管理のための推進活動

※4～13のう

ち該当する 活

動項目を全て

選択し てく だ

さ い。

５  畦畔・ 法面・ 防風林の草刈り

６  鳥獣害防護柵等の保守管理 点検結果に応じ て実施

水

路

７  水路の草刈り

８  水路の泥上げ

９  水路附帯施設の保守管理 点検結果に応じ て実施

農

道

研修
３  事務・ 組織運営等に関する 研修、

  機械の安全使用に関する 研修
５ 年間に各１ 回以上実施

実

践

活

動

農

用

地

４  遊休農地発生防止のための保全管理

10 農道の草刈り

11 農道側溝の泥上げ 点検結果に応じ て実施

12 路面の維持 点検結果に応じ て実施

た

め

池

13 ため池の草刈り

14 ため池の泥上げ 点検結果に応じ て実施

15 ため池附帯施設の保守管理 点検結果に応じ て実施

活動区分 活動項目 計画

点検・

計画策定

１  点検

２  年度活動計画の策定

農地維持支払  a
資源向上支払

（ 共同）
 a

資源向上支払

（ ⾧寿命化）
 a

広域活動組織の設立 特定非営利活動法人化 活動支援班の設立 ※「 特定非営利活動法
人」 と は、 営農法人と は
別に多面的活動に関与す
る 法人のこ と です。実施予定年度

 集落



地域資源の適切な保全管理のための推進活動について、 １ ） ～４ ） を記入し てく ださ い。

１ ） 保全管理の目標を①～⑥から 選んでく ださ い。 （ 複数選択可）

①中心経営体と の役割分担によ る 保全管理 ④集落間連携や広域的活動によ る 保全管理

②集落営農組織を基礎と し た地域ぐ る みの保全管理

③地域外の経営体と の協力・ 役割分担によ る 保全管理 ⑥その他

２ ） 今後、 地域で取り 組んでいく べき 保全管理の内容を①～⑤から 1 項目以上選んでく ださ い。

①農地の利用集積に伴う 管理作業 ④共同利用施設の保全管理

②高齢農家の農用地に係る 管理作業 ⑤その他

③不在村地主等の遊休農地に係る 管理作業

３ ） ２ ） で選んだ内容に取り 組むため、 今後進めていく 活動の方向性を①～⑦から 1 項目以上選んでく ださ い。

①担い手の人材・ 機材の有効活用、 連携強化 ⑤不在村地主と の連絡・ 調整体制の構築

②入り 作等の近隣の担い手と の協力 ⑥集落間の連携や広域的な活動

③地域住民、 土地持ち非農家等を含めた体制づく り ⑦その他

④新たな保全管理の担い手の確保

2 2 ． 有識者等によ る 研修会、 検討会の開催

2 3 ． その他

2 0 ． 集落外の住民・ 組織や地域住民と の意見交
       換・ ワ ーク ショ ッ プ・ 交流会の開催

４ ）  ２ ） で選んだ内容に取り 組むため、 毎年実践する 活動を1 7 ～2 3 から 1 項目以上選んでく ださ い。

1 7 ． 入り 作農家や土地持ち非農家を含む
　  　 農業者の検討会の開催

2 1 ． 地域住民等に対する 意向調査、 地
       域住民等と の集落内調査

1 8 ． 農業者に対する 意向調査、 農業者によ る 現地調査

1 9 ． 不在村地主と の連絡体制の整備、 調整等

⑤多様な地域資源管理の担い手によ る 保全管理



（ ２ ） 資源向上支払（ 共同）

 １ ） 施設の軽微な補修、 農村環境保全活動 ※毎年度実施する も のに○を 記入し てく ださ い。

※必ず選択し てく ださ い。

※必ず選択し てく ださ い。啓発・ 普及 51 啓発・ 普及活動

※実施する 活動をプルダウ ンリ ス ト か

ら 選択し 、 ○をし てく ださ い。

こ の線よ り 上に行を 挿入し てく ださ い。

農

村

環

境

保

全

活

動

計

画

策

定

34 生物多様性保全計画の策定

※34～38のいずれかを選択し てく ださ

い。

35 水質保全計画、 農地保全計画の策定

36 景観形成計画、 生活環境保全計画の策定

37 水田貯留機能増進計画、 地下水かん養活動計画の策

定

38 資源循環計画の策定

実

践

活

動

研修 29 機能診断・ 補修技術等に関する 研修 ５ 年間に１ 回以上実施

活動区分 活動項目 計画

施

設

の

軽

微

な

補

修

機

能

診

断

・

計

画

策

定

24 農用地の機能診断

実

践

活

動

30 農用地の軽微な補修等 機能診断結果に応じ て実施

31 水路の軽微な補修等 機能診断結果に応じ て実施

32 農道の軽微な補修等 機能診断結果に応じ て実施

33 ため池の軽微な補修等 機能診断結果に応じ て実施

※24～27のう ち該当する 活動項目を全

て選択し てく ださ い。

25 水路の機能診断

26 農道の機能診断

27 ため池の機能診断

28 年度活動計画の策定



 ２ ） 多面的機能の増進を 図る 活動（ 任意） ※毎年度実施する も のに○を 記入し てく ださ い。

⾧期中干し

冬期湛水

夏期湛水

中干し 延期

江の設置（ 作溝実施）

江の設置（ 作溝未実施）

0 a

0 a

0 a

0 a

0 a

「 5 9  都道府県、 市町村が特に認める 活動」 を選択し た場合

具体的な活動内容を記載し てく ださ い。

②「 高度な保全活動の実施」 ・ ・ ・ 高度な保全活動の活動項目

「 5 8 -3  水管理を通じ た環境負荷低減活動の強化」 を選択し た場合

実施する 取組の実施予定面積を記入し てく ださ い。

0 a

59 都道府県、 市町村が特に認める 活動

こ の線よ り 上に行を 挿入し てく ださ い。

60 広報活動・ 農村関係人口の拡大

※増進を 図る 活動を 実施する 場合は、 活動項目を 選択し た上で、 毎年度実施する と と も に、 「 6 0  広報活動・ 農村関係人口の拡大」 を
毎年度実施し てく ださ い。
　 ただし 、 農業地域類型区分の「 中間農業地域」 ま たは「 山間農業地域」 、 地域振興立法８ 法地域においては「 6 0  広報活動・ 農村関
係人口の拡大」 は必須ではあり ま せん。

「 5 6  農村環境保全活動の幅広い展開」 を選択し た場合

「 ①農村環境保全活動を１ テーマ追加」 又は「 ②高度な保全活動の実施」 のいずれかを選択し 、 実施する 活動を選
択し てく ださ い。

①農村環境保全活動を １ テーマ追加 ・ ・ ・ 追加する 農村環境保全活動

多

面

的

機

能

の

増

進

を

図

る

活

動

52 遊休農地の有効活用

53 鳥獣被害防止対策及び環境改善活動の強化

54 地域住民によ る 直営施工

55 防災・ 減災力の強化

56 農村環境保全活動の幅広い展開

57 やすら ぎ・ 福祉及び教育機能の活用

58 農村文化の伝承を通じ た農村コ ミ ュ ニティ の強化

58-2 広域活動組織における 活動支援班によ る 活動の実施

58-3 水管理を通じ た環境負荷低減活動の強化

活動区分 活動項目 計画



（ ３ ） 資源向上支払（ ⾧寿命化）

（ 各単位） （ 各単位）

☆直営施工の実施方針について
全部直営施工又は

一部直営施工を実施する
直営施工は実施しない

☆上記以外に農業の多面的機能の維持・ 発揮に必要な共同活動を実施する 場合は、 その活動内容を、 こ の活動計画
書に記載し てく ださ い。 （ 別紙でも 可。 ） （ 実施要領第１ の２ の（ ４ ） 又は第２ の２ の（ ４ ） に基づく 活動）

こ の線よ り 上に行を挿入し てく ださ い。

工事１ 件当たり 2 0 0 万円以上と なる こ と が明ら かな場合は、 様式第１ －４ 号「 長寿命化整備計画書」 を作成
し 、 添付し てく ださ い。 なお、 １ つの活動項目を分けて実施する 場合は、 それぞれを１ 件と し て考えま す。
※延べ数量の延長は小数点以下第２ 位まで記入し てく ださ い。
※施設単位について、 「 ため池」 は「 箇所」 、 「 水路」 及び「 農道」 は「 km 」 と し ま す。
　 「 水路」 「 農道」 でゲート 等を施工する など「 箇所」 単位と する こ と が一般的なも のであっても 、
　 「 １ 箇所＝0 .0 1 km 」 と し て扱い、 「 km 」 単位で記入し てく ださ い。

活動内容 延べ数量

左記が水路の

場合、 う ち排

水路延⾧

施設区分 活動項目 内容



４ ． 加算措置

加算措置に取り 組む場合は以下を記入し てく ださ い。 取り 組ま ない場合、 本項目に係る ページは提出不要です。

計画

→（ １ ） へ

→（ ２ ） へ

→（ ５ ） へ

→別葉（ ６ ） へ

→（ ３ ） へ

→（ ４ ） へ

多面的機能の増進を図る 活動の活動項目 ↓ 活動を継続する 組織のみ記入

地目

円/10a

円/10a

円/10a

加算一覧

多面的機能の更なる 増進に向けた活動への支援

農村協働力の深化に向けた活動への支援

水田の貯留機能の強化（ 田んぼダム） を推進する 活動への支援

環境負荷低減の取組への支援

組織の体制強化に対する 支援

52 遊休農地の有効活用

53 鳥獣被害防止対策及び環境改善活動の強化

組織の広域化・ 体制強化に対する 支援

（ １ ） 多面的機能の更なる 増進に向けた活動への支援

★適用条件

活動を 継続する 組織 …（ 本事業計画の活動項目数） ＞（ 前年度又は変更前の活動項目数）

新規の組織     … 本事業計画の活動項目数２ つ以上

項目 本事業計画の活動 前年度又は変更前の活動

56 農村環境保全活動の幅広い展開

57 やすら ぎ・ 福祉及び教育機能の活用

54 地域住民によ る 直営施工

55 防災・ 減災力の強化

58-3 水管理を通じ た環境負荷低減活動の強化

59 都道府県、 市町村が特に認める 活動

58 農村文化の伝承を通じ た農村コ ミ ュ ニティ の強化

58-2 広域活動組織における 活動支援班によ る 活動の実施

対象農用地面積 交付単価 年当たり 交付金額 ※対象農用地面積と は、 交付金の算定の対象と な
る 農用地の面積のこ と です。 小数点以下を 切り 捨
て、 整数で記入し てく ださ い。

田

畑
※資源向上支払（ 共同） の交付単価の減額条件に
該当する 場合は、 本加算措置の交付単価も 同様に
減額さ れま す。

草地

合計 a 円



適用条件の確認

①　 多面的機能の更なる 増進に向けた活動への支援を受ける

②　 農業者以外の割合

・ 組織の構成員

農業者 個人 =

農業者以外 個人 = ･･･①

合計 個人 = ･･･②

・ 農業者以外の割合 ・ ・ ・  ①／②

③－１ 　 共同活動に参加する 構成員の総人数の８ 割が参加する 実践活動の実施 

= 以上が

参加する 実践活動を毎年度行う 。

③－２ 　 ある いは、 役員に女性が 人

　 　 　 　 参加する 実践活動を、 ２ 種以上、 それぞれ別の日に実施

= 以上が

参加する 実践活動を、 ２ 種以上、 それぞれ別の日に毎年度行う 。

地目

円/10a

円/10a

円/10a

人 + 団体 団体 人・ 団体

人 + 団体 団体 人・ 団体

（ ２ ） 農村協働力の深化に向けた活動への支援（ 令和６ 年度廃止（ 令和10年度ま での経過措置） ）

人 + 団体 団体 人・ 団体

%

　 個人 人 + 団体の構成員のう ち、 共同活動に参加する 人数 人

共同活動に参加する 構成員の総人数 人 のう ち、 ８ 割にあたる 人

選任さ れていて、 共同活動に参加する 構成員の総人数の６ 割が

　 個人 人 + 団体の構成員のう ち、 共同活動に参加する 人数 人

共同活動に参加する 構成員の総人数 人 のう ち、 6 割にあたる 人

③－１ 、 ２ いずれの場合も 、 共同活動に参加する 構成員の総人数の内訳がわかる 名簿（ 様式自由） を添付し てく ださ

い。

対象農用地面積 交付単価 年当たり 交付金額
★ 農村協働力の深化に向けた活動への支援の適用
条件

○多面的機能の更なる 増進に向けた活動への支援
を 受ける こ と

○構成員の農業者以外の割合　 ４ 割以上

○共同活動に参加する 構成員の総人数（ ※） の８
割以上が参加する 実践活動を 行う こ と 、 ある いは
女性役員が２ 名以上の組織で構成員の総人数の６
割以上が参加する 実践活動を 複数回行う こ と
※構成員個人と 、 団体の構成員のう ち共同活動に
参加する 人数の合計※対象農用地面積と は、 交付金の算定の対象と なる 農用地の面積のこ と で

す。 小数点以下を 切り 捨て、 整数で記入し てく ださ い。

畑

田

合計 a 円

草地

※資源向上支払（ 共同） の交付単価の減額条件に該当する 場合は、 本加算
措置の交付単価も 同様に減額さ れま す。



令和 年度

（ ４ ） 組織の広域化・ 体制強化に対する 支援（ 令和６ 年度廃止（ 令和10年度ま での経過措置） ）

区分 該当する も のに○ 交付額

３ 集落以上

又は50ha以上200ha未満
40,000 円/年・ 組織

（ ３ ） 組織の体制強化に対する 支援

区分 交付年度 交付額

広域活動組織の設立及び活動支援班の設置 400,000 円/広域活動組織

※北海道にあっ ては、 ３ 集落以上又は1 ,5 0 0 h a 以上3 ,0 0 0 h a 未満のと き 4 0 ,0 0 0 円／年・ 組織、 3 ,0 0 0 h a 以上1 5 ,0 0 0 h a 未満
又は特定非営利活動法人のと き 8 0 ,0 0 0 円／年・ 組織、 1 5 ,0 0 0 h a 以上のと き 1 6 0 ,0 0 0 円／年・ 組織に置き 換える 。

※特定非営利活動法人の加算措置を 受ける 場合は、 特定非営利活動促進法第1 3 条第２ 項の登記事項証明書の写し を 提出し てく ださ
い。

200ha以上1,000ha未満

又は特定非営利活動法人
80,000 円/年・ 組織

1,000ha以上 160,000 円/年・ 組織



a 実施期間

令和 年度 令和 年度

ｂ  実施計画

令和 年度

令和 年度

令和 年度

令和 年度

令和 年度

c 最終年度における 実施面積及び加算額

（ 参考） 広域活動組織における 集落ごと の実施面積と 割合

d 活動実施区域位置図

別添３ 「 田んぼダム実施区域位置図」 のと おり

 ※なお、 別添１ 「 実施区域位置図」 に田んぼダム実施区域位置を記載し ている 場合、 別添３ は省略でき る 。

（ ５ ） 水田の雨水貯留機能の強化（ 田んぼダム） を推進する 活動への支援
★適用条件

①資源向上支払（ 共同） の交付を受ける 田面積のう ち５ 割以上において、 雨水貯留機能の強化 （ 田んぼダム） を

 推進する 活動を行っている こ と 。

②広域活動組織にあっては、 本活動を実施する 集落ごと に、 資源向上支払（ 共同） の交付を受ける 水田面積のう ち

 ５ 割以上において、 雨水貯留機能の強化 （ 田んぼダム） を推進する 活動を行っている こ と 。

 （ 実施し ない集落の面積は対象農用地面積よ り 除く こ と 。 ）

開始年度 最終年度 ※最終年度は、 資源向上（ 共同） の活動終了年度と 同じ です。

年度 年次計画・ 実施体制等

※資源向上支払（ 共同） の交付単価の減額条件に該当する 場合は、 本加算措置の交付単価も 同様に減額さ れま す。

集落名 対象農用地面積
実施面積の

割合
備考

う ち、 実施面積

田
a 円/10a 0%

地目 全対象農用地面積 交付単価
年当たり の

加算額

実施面積の

割合う ち、 実施面積

a a 0%

a a 0%

a a 0%

a a 0%



（ 別葉）

a  実施期間

※最終年度は、 資源向上（ 共同） の活動終了年度と 同じ です。

令和 年度 令和 年度

ｂ  実施時期

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

月 ～ 月 月 ～ 月

※必要に応じ て欄を追加し てく ださ い。

c 活動の計画

※ 計画面積は、 対象活動別（ 同一の対象活動であっても 、 単価毎） に、 a未満を切り 捨てた値を記載する こ と 。

※ 計画面積は、 取組ごと に、 ２ 年目以降の取組面積が初年度の取組面積を下回ら ず、 終了年度の取組面積が初年度の取組面積を上回る 必要があり ます。

※ 資源向上支払（ 共同） の活動期間の途中から みどり 加算に取り 組む場合は、 当該活動期間中の実施計画のみを記入し ま す。

d 活動実施区域位置図

別添４ 「 環境負荷低減の取組実施区域位置図」 のと おり

 ※なお、 別添１ 「 実施区域位置図」 に環境負荷低減の取組実施区域を記載し ている 場合、 別添４ は省略でき ます。

e （ 特定事業実施者のみ） 添付書類

特定事業実施者の場合であって、

 農業者の組織する 団体の場合、 規約など令和６ 年度に環境保全型農業直接支払交付金の交付を受けていたこ と が分かる 書類

 一定の要件を満たす農業者の場合、 一定の要件を満たし 令和６ 年度に環境保全型農業直接支払交付金の交付を受けていたこ と が分かる 書類

円 円 円合計 a a a a a 円 円

円/10a 円 円 円 円 円

江の設置等

（ 作溝未実施） a a a a a 3 ,000

a 4,000

円 円 円 円円

夏期湛水
a a

江の設置等

（ 作溝実施） a a a a 円 円円/10a 円 円 円

中干し 延期
a a a a a 3 ,000 円/10a

a a a 8 ,000

a 4,000

円 円

円/10a 円 円 円 円 円

冬期湛水
a a a a 円 円円/10a 円 円 円

備考

⾧期中干し
a a a a a 800 円/10a 円

交付単価
１ 年目

交付上限額

２ 年目

交付上限額

３ 年目

交付上限額

４ 年目

交付上限額

５ 年目

交付上限額
取組項目

１ 年目

計画面積

（ 畦畔除く ）

２ 年目

計画面積

（ 畦畔除く ）

３ 年目

計画面積

（ 畦畔除く ）

４ 年目

計画面積

（ 畦畔除く ）

５ 年目

計画面積

（ 畦畔除く ）

円 円

（ ６ ） 環境負荷低減の取組への支援

開始年度 最終年度

取組項目
化学肥料及び化学合成農薬を

5割以上低減する 活動

内容 実施時期 作物名 栽培時期



（ 別添１ ）

実施区域位置図 組織名称:

■ １ 号事業（ 多面支払） □ 2号事業（ 中山間直払） □ ３ 号事業（ 環境直払） ○○活動組織



（ 別添２ ）

      　　　年　　　月　　　日

認

定

済

申

請

中

又

は

申

請

予

定

申

請

予

定

無

し

構成員一覧

役職名

氏名

（ 代表者名、

団体名）

住所

多面的機

能支払

中山間地域等

直接支払
環境保全型農業直接支払

分類

番号

備考

活動支

援班員

分類

記号

年齢

分類

記号

他の市町村で環境保全型農

業直接支払を実施している場

合は、その市町村名を全て記

載

みどり 認定

注７ ： 「 多面的機能支払」 のみに取り 組む場合、 住所の記入は不要。

注１ ： 「 多面的機能支払」 「 中山間地域等直接支払」 「 環境保全型農業直接支払」 の欄は、 各支払に取り 組む者に○印を記入。

注２ ： 多面的機能支払に取り 組む場合は、 「 分類番号」 を分類番号リ ス ト の１ ～１ ３ から 選択。

注３ ： 「 農業者」 と は、 協定に位置付けら れている 農用地において農業生産活動等（ 多面的機能支払においては、 耕作又は養畜） を実施する
　 　 　 農業者又は団体である 。

注４ ： 中山間地域等直接支払の場合には、 「 分類記号」 を分類記号リ ス ト のA～Mから 選択する と と も に、 「 年齢分類記号」 を年齢分類記号リ ス ト の
         ア～コ から 選択。
　 　 　 また、 市町村の中山間地域等直接支払担当部局と 税務部局と の間で調整が調っている 場合には、 例えば、 「 農業所得の確認に関する 承諾」 欄や
　 　 　 「 生年月日」 欄など、 農業所得の確認の承諾に必要な欄を本様式に設ける こ と ができ る 。 こ の場合、 「 農業所得の確認に関する 承諾書」
　 　 　 （ 参考様式第４ 号別紙様式５ ） の作成は不要。

注5 ： 他の市町村で環境保全型農業直接支払を実施し ている 場合は、 その市町村名を全て記載する こ と 。

注6 ： 「 みどり 認定」 の欄は、 みどり の食料シス テム法に基づき 、 環境負荷低減事業活動実施計画又は特定環境負荷低減事業活動実施計画を作成し 、
　 　 　 都道府県知事の認定を受けた若し く は受ける 予定がある 、 又は申請予定がない場合についても いずれかに○をする こ と 。

多面的機能支払分類記号リ ス ト

個人と し

て参加
1 農業者個人

2 農事組合法人

3 営農組合

4 その他の農業者団体

個人と し

て参加
5 農業者以外個人

6 自治会

7 女性会

8 子供会

9 土地改良区

10 JA

11 学校・ PTA

12 NPO

13 その他の農業者以外団体

農

業

者

農

業

者

以

外

団体と し

て参加

団体と し

て参加

中山間地域等直接支払分類記号リ ス ト

A 交付農用地を持つ農業者

B 交付農用地を持たない農業者

C 農地所有適格法人

D 特定農業法人

E
その他法人

（ NPO法人、 公益法人等）

F 機械・ 施設共同利用組織

G 農作業受委託組織

H 栽培協定

I その他の組織

J 土地改良区

K 水利組合

L 非農業者（ 人）

M その他

農業者

（ 人）

法人

農業生産

組織

その他

年齢分類記号リ ス ト

ア 39歳以下

イ 40～44歳

ウ 45～49歳

エ 50～54歳

オ 55～59歳

カ 60～64歳

キ 65～69歳

ク 70～74歳

ケ 75～79歳

コ 80歳以上



（ 別添３ ）

田んぼダム実施区域位置図 活動組織名称:

○○活動組織

注１ ）  別添１ 「 実施区域位置図」 に田んぼダム実施区域位置を記載し ている 場合、 本様式は省略ができ る 。



（ 別添４ ）

環境負荷低減の取組実施区域位置図 活動組織名称:

○○活動組織

注１ ）  別添１ 「 実施区域位置図」 に環境負荷低減の取組実施区域位置を記載し ている 場合、 本様式は省略ができ る 。




